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関西および東海地方の大学研究所調査 ･ヒアリングを終えて

経営学部教授 柳 田 仁

神戸､大阪､京都および名古屋の九大学の付属経済･経常関連の研究所調

査 ･ヒアリングのための出張をした｡この出張で各大学研究所の業務内容 ･範

囲､組織､スペース､特徴 ･新 しい企画､予算規模､今後の課題等に関してい

ろいろと有益な情報を得ることができたので､以下に概略を紹介したい｡

研究所の業務内容 ･範囲としては､教員研究活動の補助､出版物の発行､公

開講演会 ･ワークショップ等の開催､その他大学院教育の補充､補助金応募書

類作成､予算案編成補助を挙げるところもあった｡

組織に関しては､私立大学と国立大学とでは大いに異なる｡ 国立大学では原

則 として､専任の研究所教授､事務長がお り､その下に数名の職員･助手 ･パ

ー ト職員がいる｡ また､大学院と並列 して存在 しているようである｡ これに対

して､今回訪問した私立大学では関西大学を除けば事務長のいるところはなか

った｡私立大学では､学部の専任教員プラス若干名の外部者を所員 ･研究員と

しているところが多いが､プロジェクト参加教員のみが所員を構成するところ

もあった｡また､専任職貝が数名いるところから､パー ト2名で交代勤務 とい

うところまでいろいろである｡

研究所のスペースとしては､国立大学のように1棟全館を研究所 としている

ところから､私共の研究所よりほんの少 し広いというところまであった｡私立

大学では､大阪経済大学の中小企業･経営研究所のように私共の研究所の10倍

程度もあるところが最も広かった｡

特徴･新 しい企画としては､産官学共同､グローバル化および学際的研究に

力点を置いているところが多い｡ある国立大学のように神戸･大阪･京都問の提

携･共同を考えているところもあった｡

予算規模 としては､800万円から1億3千万円までと開きがあるが､高額なと

ころには専任教職員等の人件費等が含まれているので､単純には比較できない｡



各研究所の今後の課題としては､ネットワーク化､予算執行の困難性､研究

所と学部･大学院との関係､研究所間の提携 ･統合 ･分化等を挙げている｡

最後に､本誌に最も関係のある出版物発行の問題に関してもう少し詳しく述

べたい｡出版物としては､具体的に紀要､年報､叢書等の発行がされている｡

すなわち､紀要や活動報告書を年数回から2年に1回､叢書は随時に発行すると

いうのが一般的である｡ ここで特に紀要に掲載された論文の著作権の問題に関

して､伺ってみた｡著作権が､執筆者および研究所のどちらに帰属するか不明

確なところである｡ はっきりと研究所と回答されたところは1研究所､だいた

い著者ではないかというところが2研究所､帰属にはあいまいでも引用した際

は､その旨明記すべきであるというところが2研究所等あった｡しかし､ほと

んどの研究所は､著作権に関して過去に問題になっていないという理由で明文

化していないようである｡ 以上が､出張で得た情報の概要である｡

今回も､掲載論文数が少ないが､今後は著作権が問題となるような論文を､

皆さんがどしどし寄稿されることを期待して巻頭言に代えたい｡


